
※1　産業別就業者数:第１次産業は農業、林業及び漁業、第２次産業は鉱業、採石業、砂利採取業、
　　　　建設業及び製造業、第３次産業は第１次・２次産業以外の産業（分類不能の産業を除く）をいう。
　　　　産業分類改定のため、1964年と2012年とは接続しない。

 ※2　消費者物価指数:持家の帰属家賃を除く総合（全国）
        総務省が公表した平成22年基準を、1964年が1.00となるように再計算したもの。

※3　食料自給率:国内の食料消費が、国内の農業生産でどの程度賄えているかを示す。
　      畜産物については、国産であっても輸入した飼料を使って生産された分は、国産には算入していない。
         供給熱量ベース  「日本食品標準成分表」に基づき、重量を供給熱量に換算したうえで、各品目を足し上げて算出。
   　　　　　　　　　         　1人・1日当たり国産供給熱量を1人・1日当たり供給熱量で除したものに相当。
        生産額ベース  「農業物価統計」の農家庭先価格等に基づき、重量を金額に換算したうえで、
                                各品目を足し上げて算出。食料の国内生産額を食料の国内消費仕向額で除したものに相当。

※4　大学・短期大学への進学率：2012年の進学率は、大学学部・短期大学本科入学者数及び高等専門学校第4学年の在学者である。
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農業従事者数（兼業を含む）

大学・短期大学への進学率

食料自給率※3

（生産額ベース）

バナナ　1kg

中華そば（外食）

新聞代　1ゕ月

映画観覧料　大人観覧料

平均賃金（年額）
（民間の事業所に勤務している給与所得者）

物価水準(消費者物価指数（CPI）※2による)
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家計消費支出（月額）
　（農林漁家世帯を除く）

エンゲル係数

労働力人口4710万人 6555万人

45,511円 314,229円

　経常収入額（月額）
（農林漁家世帯を除く）

695万円

510,532円58,217円

2772万人

東京オリンピック時（1964年）と現在(2012年)の日本の状況

男　67.67歳
女　72.87歳

男　79.94歳
女　86.41歳

6.2% 24.2%

1964年(昭和39年) 2012年（平成24年）

9718万人 1億2752万人

2.03 1.41

推計人口(10月1日)

人口
合計特殊出生率

65歳以上人口割合

平均寿命（0歳の平均余命）

27万人 訪日外国者数

19.9% 57.2%※4



参考

＜転換期等＞

推計人口が１億人を超えた年

合計特殊出生率が2.0を切った年

65歳以上人口割合が20％を超えた年

男性の平均寿命が70歳を超えた年
女性の平均寿命が80歳を超えた年

エンゲル係数が30％を切った年

貯蓄額が1000万円を超えた年

物価水準・過去最高となった年 4.35

ＧＤＰ名目・過去最高となった年 523兆円

＜出典＞
推計人口 総務省　　 人口推計

合計特殊出生率 厚生労働省 人口動態統計
65歳以上人口割合 総務省　　 人口推計

平均寿命 厚生労働省 生命表

家計消費支出（月額） 総務省 家計調査
経常収入額 総務省 家計調査
エンゲル係数 総務省 家計調査

貯蓄額 総務省　　 家計調査（1964年は貯蓄動向調査）
負債額 総務省 家計調査（1964年は貯蓄動向調査）

労働力人口 総務省　　 労働力調査
完全失業率 総務省　　 労働力調査

産業別就業者数 総務省 労働力調査
平均賃金（年額） 国税庁 民間給与実態統計調査

総務省 消費者物価指数
バナナ　1kg（東京都区部） 総務省 小売物価統計調査

中華そば（外食）（東京都区部） 総務省 小売物価統計調査
新聞代　1か月（東京都区部） 総務省 小売物価統計調査

映画観覧料　大人観覧料（東京都区部） 総務省 小売物価統計調査
郵便料　封書（東京都区部） 総務省 小売物価統計調査
郵便料　はがき（東京都区部） 総務省 小売物価統計調査
テレビ　１台（東京都区部） 総務省 小売物価統計調査
カメラ　１台（東京都区部） 総務省 小売物価統計調査

GDP（名目） 内閣府　 国民経済計算（GDP統計）
食料自給率（供給熱量ベース） 農林水産省 食料需給表
食料自給率（生産額ベース） 農林水産省 食料需給表
大学・短期大学への進学率 文部科学省 学校基本調査

訪日外国者数 法務省 出入国管理統計
出国者数 法務省 出入国管理統計

農業従事者数（兼業を含む） 農林水産省 農業構造動態調査

物価水準（消費者物価指数（CPI））

1967年（昭和42年）

1975年（昭和50年）

2005年（平成17年）

1971年（昭和46年）
1984年（昭和59年）

1979年（昭和54年）

1987年（昭和62年）

1998年（平成10年）

1997年（平成9年）
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